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後期高齢者医療制度に関する要望書  

平成2・1年9月30日  

全国後期高齢者医療広域連合協議会   
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後期亭齢者医療制度は、従来の老∧保健制度が抱える一間題点を解改  

するた－め、．また、増大する高齢者の医療費を国民全体で安定的・長期的‾  

に支え、国民皆保険を将来にわたって維持することを目的に、10年  

以上の議論を経て、平成2b＿年4月から施行された制度であります。   

制度施行当卿ま、制摩周知め不足から名称や嘩険料、年金天引き等に  

批判が集中し，．被保険壷を始めi多くの国民に不安と混乱力塗じたもの  

のヾ一保険料の軽減対策や納付方紘の選択制など、きめ細やかな対応や  

制度改善たより、今日では、制度の定着化と‾安定的な運営がなされて  

いるところです。  

このような状況の中；今般1民主党を中心とした新政権が発足し、  

平成還1年9月9日の三党連立政権合意の中でちイ後期高齢者医療制度  

廃山－が掲げられておりますサ  

ーしかしながら1・本制度を性急に廃止することは、＿こ’れまでの制度構築に  

要した多額の経費と各広域連合及び市区町村の努力を無にするだけで  

なく▲、被保険者はもちろんのこと医療現琴た．も、再び多大な混乱を招き  

かねず、垂心で安定した医療の提供が国井にな＿ることが懸念されます。  
」「   

本制度ぬ運営を担う全国の後期高齢者医療広嘘連合をもって組織され  

た本協議会といたしましては、民主党マニフェストに明記さ．れている  

†将来、地鱒保険として一元的運用を図る」とする道筋が実現するまで  

の町高齢者と現役世代の負担の明確性、＿都道府県単位り財政運営に  

奉る保険料負担の公平性、・財政基盤の安定性といった、魂行制喪の根幹  

を維持することを強く求めるも由であります。   

ま■た－新制産への移行k際して臥下記事項・について†分配慮される  

よう強く要望いたします。・  
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記‾  

1新たな制度設計の全体像．を提示し、移行段階における詳細な工程を   

明らかにした上で、円墳な新軸度への移行を行シ1、医療制度に対する   

国民の倍額と安心壷高めるとともに、制度歯科こ必要な財漁にうセ、て   

は、国民または地方へ新たな負担を強隼る＿ことなぐ、全額由において   

負担するこ七。   

2 運嘗主体である広域連合1市区町村等との開かれた議論を行い、   

その意見を十分に尊重ずることJ   

3 国の責任による制度説明を徹底する乙とにより～被保険春を始め、  

・医療機関、広域連合、市区町村等の現場に混乱が生じないよう笹  

・配慮することご  

．4 都道府県単位の財政運営による保険料負担の公平性及び財政基盤の   

安定性といった利点は必ず引き縄ぎi・国又は都道府県や立場を明確た   

すること。  

■5 電算システムの構築に当たっては、不具合による混乱や実轟への   

多大な．影響のこめ舞を演じないよう十分な準備・検証期間を確曝し、－   

安定した運用が可能なシステムとするとと。  

■平成21年9月30日  

厚生労働大臣   

長 妻  酪．様  

全国後期高齢者医療広域   

会 
こ芋芋1三－；や三ジこ   

≡…ヒ叛きゴ白箋  
n÷羊〕ゝき三軍日  
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後期一高  

平成21年11月20日  
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平成21＿年1．ロ月26一首の鳩山首相の所信表明 

のみの視点から医療衰ヰ介準費■をひたすら抑制してきたこれまでの方針  

を転換し．、質の高い医療－・介護サ←ビスを効率的かっ安定的に供給  

で－きる体制づくりに着手する」旨の・方針が示され、後期高齢者医療制度  

を廃止し、新たな制度を創琴する考えが表明された。  

．新制度のあり方については、今後開催される「高齢者医療制度改革  

会議Jで検討されることとなったカ㌔泰年9月・30日に当協議会が浸出  

した要望事項を＋分踏まえ、野暮除草等に不安や腐乱を招くことなく 
暗広い国民の納得と信頗が宿られる新たな制度が設計されることを望む  

ものである。   

また、新制度移行まで継続される魂宥制度■についても、＿■これまでの  

蓮営等において掛こ改善か行われた事項については継続実施し、さらに、  

課題とされている一事項にづい－ても早急に改善することが必要であ・る＿。   

現行制度の．円滑な連貴と新制度の構築に向け、下記に為げる事項に  

ついて、・特段の配慮をされるよう－要望する。  
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後期高齢者摩・療制度に関する重点要望  

l嚢行制度碇偏する董点要望事項  

：（1） 現行制度の健脚周に串いては、これまでに琴題として整理  

されている＿事項lこぅいて■、広域連合、市区町村奪との意見交換を  

十分に行い、その意見を尊重し、現場等六の影響を考慮した上で、・  

ズケジュールの調整等を行い、早鄭こ改善すること。  

（草）次顛海定期間に係る保険料率の改定において、被保険者の負担   

増を最大限撃威すべく、国において十分な顛瀕を施療し締制  

措置を行うこと。  

また、今年度限り－とされている保険料軽擁措置に？いても継続  

実施し、その鹿湊は全額函におや・、て負担とすること。  

■（3） 保険料の特別徴収にづいて、対象となる年金の選択潮の導入、  

月次描線匡よる速やかな痺射薇収移行等カミ可能セなるよう薗係   

磯顔へ要請し、改善すること．。  

・（4■） 虞壌連合及び市区町村の業務転支障畢生じないよう、適宜ゞ  

適切な竜算処痙システムの改修を行うこと。  

（  

その際、一広域連合及び市区町好の岡連システムへの 

：をこ考慮し、蓼作確欝などの検証を繚実に行える期間を確保した  

升ケジ皐】ルで実施し、必要な経費は、市区町村システムの改修   
等‘も含め、国において万全の由政措置を講じること？  

また、システムに支障が生じた際には、迅速かつ適切に対処  

できる庵剃を構築すること。．  
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2 新制度に廃する重点要望事項  

（1） 新制度の導入に当たって柱ヾ国民甲合革を得られるよう・、‾持続  

可韓で泰かりやすいものとする冬め、硬保険看及び蹄係機関と  

十分な簿論を行い、意見を反映させると・ともに、必要な財済に  

ちいては、全額国．において確保することp  

〔2う．．制度の衰定的な運営及び権般と責任の所在を明碇にする－ととも   

に∴国及び都道府県が主体的な役割を果たす制度とすること。  

し  

（a）● 新勧虔におげる盛宴処魂システムの二構築吏こ当たって昧、十分な   

準鹿■検証顛開■を確廃することにより、■完成度が高く、翠表した  

運用部可能なものとするとともに、支障が生じた際には、迅速  

．から適切に対処で牽る体軸を構集すること。・  

て ．1Ⅶ踪   



後期‾高齢者医療制度に関する要望  

1現行御慶に関する要望事項  

（■1）国鞋よる広報を額極＝的に行う．とともに、広域連合、市区町村等の   

広報施策め充実ぁた．め・の財源を榛保するごと。  

一（2）曝険斜について  

・① 保険料率上昇要因の十つである後圃高齢者負担率を現行のまま  

・経持すること。   

◎ 低所得者に係・‾る軽減判定にういて、世辞から個▲人へ変更する  

こと。   

③ 被扶養者に係る情報提供時期について、迅速な宅液判定ボ行え  

るよう誕生日後遺やかに提供すること。   

＠ 審査支払手数料は、保険料算達項召・であるため＿、国庫茶助の  

対姦とすることたま＝り・、被保険者の負担軽兢を図ること。．  

（苫）長寿・健康増進事業は、複数年度継続して実施することで効東が   

表れるもーのであるため、継続した財政革置を行うこと。  

（4）国庫負担金、調整交付金、国庫補助金等の委付について拉、年尚   

交付計画を明確・にするととも一に、保険者の女払辞画に支時のない  

＿ よう速やかに交付すること。   

またさ破線険者の負港割合に要撃が及ばないよう、割こおいては  

療養給付に対する定率交付は12分の4を碍保二し、広域連合間の   

所得格糞を調整する「訴整交付金」は国において別枠そ蘭整額を   

薩録する＿こと。  
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（5二）．被保険者資格証明書交付に関する発行権限と国・の判断基準との   

閑償を整褒め上、必要を措置を講じ冬こと。  

（6二）▲基準畷入額適用申請、・限度額適願ぃ標準負担額減額認定申・請等の   

各藩申請・にっいて、・必要な情報が公簿等により確認できるやのは、  

．申請を省略できるものとすること。－  

．（7）医療費の「部負超金の負裡割合及び自′己負担限摩窺の負担区分の   

判定を個人単位で行うこと。・  

■（8）柔道重複、はり‘きゆう及びあんま・マッサージに係る支給申請・   

書等にこて沌－、て、電子データ化め推進を行う土と軍  

f≡9）年金東銀の訂正匪より年金受給額が増額さ 

対応－を羊ついて、国民健康保険i介華保険と同様、広域連合等関係   

機関に対し、そ中晩り扱いを示すことさ  
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2 寮閲歴に閣する要望事項  

（1〕親度説明に当たうては、国一の責任において、硬保険者等に十分な   

周知広報を行うことにより、窺場に海乱為ミ生じないようぎこすること二。  

（2）新制度における電算処理システムの構築費用（ハード、ソフト   

研修）については、地方へ負担を転疲することなく、国の責・任に   

おいて全額措置すること。  

平成21・牢11月2．0日  

厚生労働大臣  

長 妻  昭  嬢  

全国後期高齢者医療広   

会長 一横・尾’俊  
有責喜邑軍  

帽完招集R  
芸封石恵   
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